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【亀岡市】 

校務ＤＸ計画 

 

１．趣旨 

  亀岡市教育委員会においては、国のＧＩＧＡスクール構想に基づき、令和３年度か

ら全ての小・中・義務教育学校で１人１台端末（タブレット端末）と高速大容量の通

信ネットワークの構築、クラウドサービスの積極的な活用など、新たな時代の変化に

対応するＩＣＴ環境を整備し、子どもたちの発達段階に応じた情報活用能力の育成や

探究的な学習活動の充実などを進めてきました。 

  教職員においても、ＩＣＴの活用が進む中、保護者と学校との連携ツール導入やそ

れに伴うペーパーレス化などの業務改善を進めることで、子ども一人ひとりに伴走し

ながら、きめ細やかな指導や支援に努めてきたところです。 

  ただし、日々の教育活動の内容は常に変化しており、多様化・複雑化する業務の対

応により、依然として長時間勤務を行う教職員は多く、更なる改善が必要であること

から、教職員の働き方改革の一環として、校務ＤＸに係る取組を進めることとします。 

 

 

２．本市における課題等について 

   「ＧＩＧＡスクール構想の下での校務の情報化に関する専門家会議」の提言や「Ｇ

ＩＧＡスクール構想の下での校務ＤＸ化チェックリスト」に基づく自己点検結果

（文部科学省 令和５年１１月実施）による本市の状況を踏まえ、特に本市の課題

と考える次の事項について、各学校と連携を図りながら校務ＤＸの推進を図ってい

く必要があります。 

 

 （１）ＧＩＧＡ環境・汎用クラウドツールの一層の活用 

   全ての教職員には、ＧＩＧＡ端末でのマイクロソフトアカウントが付与されてお

り、情報共有や連絡等にクラウドサービスが活用できる環境にあります。 

   校務ＤＸ化チェックリストの結果に基づく本市の状況について、「教職員が作成

した教材等をクラウド上で共有」や「職員会議等の資料をクラウド上で共有」など

校内におけるクラウド活用は、多くの学校で行われていますが、「保護者からの問

い合わせや連絡等に係るクラウド活用」や「保護者との日程調整におけるクラウド

活用」、さらには「クラウドサービスを活用したテストに係るＣＢＴ（※１）導入」

など保護者や児童生徒を対象とした活用は、あまり進んでいない状況です。ただし、

保護者との連絡手段については、保護者用連絡ツールを導入しており、保護者から

の欠席連絡及び学校からのお知らせ等をデジタルデータで配信し、利便性の向上に

努めています。 

 

 （２）今後の校務支援システムの在り方検討 

   各小・中・義務教育学校においては、京都府市町村教育情報化推進協議会のもと、

京都府下において京都府統合型校務支援システムの共同調達を行っていますが、現
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システムにおいては、ネットワーク分離によるＳａａＳ（ＡＳＰ）型（※２）で運

用しており、学習系データと校務系データとの連携ができない現状を踏まえ、今後、

各自治体の事例等を参考にしながら、校務系・学習系ネットワークを統合したクラ

ウド環境での校務の実施など、教職員が働きやすい環境や学びやすい環境の整備に

向けて検討していく必要があります。 

 

 （３）教育情報セキュリティポリシーの必要性 

   校務ＤＸ化チェックリストの結果に基づく本市の状況について、「自治体のセキ

ュリティポリシーとは別に、教育情報セキュリティポリシーを教育委員会独自に策

定しているか」の項目においては、平成２１年に亀岡市立小中学校情報セキュリテ

ィに関する指針を策定して以来、教育現場の現状に沿った教育情報セキュリティポ

リシーの見直しを検討している状況にあります。 

   今後、国の方向性や現状を的確に把握しながら、クラウド上のデータやサービス

を活用することを前提とした教育情報セキュリティポリシーの策定が必要ですが、

現在においても、学校において児童生徒に関する様々な情報を活用していることを

踏まえ、児童生徒の存在及び取り扱う情報の多様性・多目的性等を考慮した情報セ

キュリティ対策を講じていくことが重要であり、まずは教育現場の現状に見合った

教育情報セキュリティポリシーが必要です。 

    

 

３．校務ＤＸに向けた取組 

  上記課題等を踏まえ、校務ＤＸに向けて次のとおり取組を進めます。 

  

 （１）教育情報セキュリティポリシーの策定 

  クラウド活用を前提として、それに相応しいセキュリティレベルを確保する中で、

データ利活用や個別最適な学びなど、新たな時代に相応しい教育ＤＸの基盤を構築

するため、教育現場の現状を踏まえて、情報資産を守るための「教育情報セキュリ

ティポリシー」を策定します。 

 

（２）業務を支援するツールを活用した効率化の推進 

   １日でも早く教職員の業務の負担軽減を図るため、まずは既存の業務支援システ

ムの利活用について研究・実践するとともに、コミュニケーションツールを活用し

た児童生徒とのリアルタイムの連絡や学習状況の把握及び評価の充実、教職員間の

情報共有等による校務の効率化をより一層推進します。 

 

（３）校務系・学習系ネットワークの統合等 

   校務系ネットワークの学習系ネットワークへの統合を想定していることを踏ま

え、データ連携やセキュリティ対策などについての調査研究を進めるとともに、既

存のサーバ、校務端末等の更新時期やネットワーク統合後の組織体制も視野に入れ、

取組を進めます。 
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【注 釈】 

※１ 「ＣＢＴ」とは、「Ｃｏｍｐｕｔｅｒ Ｂａｓｅｄ Ｔｅｓｔｉｎｇ（コンピュータ

ー ベースド テスティング）」の略称で、コンピューターを使用した試験方式のこと。

コンピューターのディスプレイに問題が表示され、マウスやキーボード等を使って選

択肢を選んだり、答えを入力し解答を行う。 

 

※２ ＳａａＳ（ＡＳＰ）型の「ＳａａＳ（サース又はサーズ）」とは、「Ｓｏｆｔｗａｒｅ 

ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ（ソフトウェア アズ ア サービス）」の略称で、ソフト

ウェアを利用者側に導入するのではなく、提供者側で稼働しているソフトウェアを、イ

ンターネット等のネットワーク経由で利用者がサービスとして利用すること。 

例）Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ３６５など 

「ＡＳＰ」とは、「Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ Ｓｅｒｖｉｃｅ Ｐｒｏｖｉｄｅｒ（ア

プリケーション サービス プロバイダ）」の略称で、ソフトウェアを実行するための

プログラムデータをインターネット上のクラウドに置き、インターネット回線を通じ

てプログラムデータにアクセスし、ソフトウェアを利用できる仕組みのこと。 

例）校務支援システムなど 


